
CFOの柏木です。

それでは、お手元の資料にそって、2014年3月期・第1四半期決算について、

ご説明いたします。
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3ページをご覧ください。

野村ホールディングスの第1四半期決算は、営業部門を中心に日本関連ビジネスが大
きく貢献し、前年同期比、大幅な増収・増益となりました。

第1四半期の収益は4,313億円、税前利益は1,132億円、当期純利益は659億円、年率
換算したROEは11.3%でした。

今年3月の株式売り出しを受けて、野村不動産ホールディングスは、連結子会社から持
分法適用会社になりました。第1四半期より、従来、100%取り込んでいた野村不動産ホ
ールディングスの収益・費用・利益が連結から外れ、利益の約34%のみ、持分法損益と
して収益に取り込まれる形となっています。

この非連結化による影響、及び、第4四半期は株式売り出し等による一時利益501億円
を計上していたことにより、前期比では、収益・税前利益ともに減少しています。

3セグメント合計の収益は3,811億円、税前利益は1,130億円と、好調だった第4四半期を
上回りました。右側にありますように、3セグメント合計の税前利益は4四半期連続で増
加し、第1四半期は2007年4-6月期以来の高水準となっております。

各ビジネスの業績は、後ほど、6ページ以降でご説明します。
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4ページをご覧ください。

決算の概要をまとめております。

先ほどご説明しました通り、野村不動産ホールディングス株式の売り出し等による一時
利益の剥落、同社の非連結化により、前期比では収益・税前利益ともに減少しています
。右側にある前年同期比では、利益水準は大幅に改善している事がお分かり頂けると
思います。
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5ページは、セグメント情報です。

下の箱の中に記載しております通り、第1四半期では、「フル・キャリア・リタイアメント関
連費用」として、約90億円を計上しています。

役職員が自己都合で退職する場合、ストックオプション等の繰延報酬は、従来、退職時
に没収される規定となっていました。今年から、「フル・キャリア・リタイアメント」という制
度を導入しました。これは、一定の役職と一定の勤続年数を満たした場合、自己都合に
よる退職であっても繰延報酬が没収されないというものです。因みに、欧米の金融機関
で一般的に採用されている制度でもあります。

この制度を導入したことにより、報酬の支払いは繰り延べられるものの、会計上は、先
ほどの要件を満たした時点で全額費用認識されます。今後も、繰延報酬が付与される4-
6月期には、同様の費用が発生する見込みですが、来期以降の金額は、通期の業績や
報酬総額などによって変わってきます。

また、セグメントその他には、自社及びカウンター・パーティーのクレジット・スプレッドの
変化に起因する利益59億円が含まれています。主に自社のクレジット・スプレッドが、若
干、拡大した事が要因です。
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それでは、各ビジネスの業績をご説明します。 

6ページをご覧ください。 

 

営業部門の収益は1,663億円、前期比20%の増収。税前利益は811億円、42%の増益と
なり、四半期決算を開始した2002年3月期以降で、最高の水準でした。 

 

4、5月の株式市場の活況を受けて、株式やエクイティ関連投信が好調。また、お客さま 
ニーズに合致した商品をご提案することにより、総募集買付は約7兆円となりました。 
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7ページ左下にあります通り、第1四半期の顧客資産純増は1,881億円、中でも投信純増
は2,621億円と、マーケット上昇による利益確定売りがあった中で、しっかりと資産純増
が出来ました。

また、右下にありますように、重要な経営指標であるストック収入は138億円と、2016年
3月期に向けた進捗計画を上回るペースで拡大しております。
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次にアセット・マネジメント部門です。

8ページ・9ページをご覧下さい。

アセット・マネジメント部門の収益は202億円、前期比10%の増収。運用資産残高の拡大
に加え、配当収入もあり、2008年1-3月期以降で、最高の四半期収益となりました。

税前利益は67億円、前期比71%の増益。冒頭申し上げたフル・キャリア・リタイアメント
関連の費用があったものの、高水準の利益を確保しました。

投資信託ビジネスの資金流入は4,060億円、投資顧問ビジネスでも3,490億円の資金流
入となりました。投資環境の改善に伴う運用パフォーマンスの向上もあり、6月末のネット
運用資産残高は29兆1,000億円、3月末から1兆2,000億円増加しています。



9



10

10ページをご覧ください。ホールセール部門の概要です。

ホールセール部門の収益は1,946億円、フィクスト・インカムの減速を、エクイティ、インベ
ストメント・バンキングが吸収し、前期並みの収益を確保しました。

一方で、取引拡大による支払手数料の上昇、フル・キャリア・リタイアメント関連費用等で
費用が増加し、税前利益は前期比29%減の252億円となりました。

地域別にみますと、日本・欧州がそれぞれ6%、9%の増収、一方で金利、証券化商品が
減速した米州は、19%の減収となりました。
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それでは、グローバル・マーケッツについてご説明します。
11ページをご覧ください。

グローバル・マーケッツの収益は1,653億円と、ボラティリティが急上昇するなか、全地域
で顧客フロー収益が拡大し、堅調な収益を計上しました。

フィクスト・インカムの収益は976億円、右上のヒートマップにお示ししていますように、

欧州・アジアは健闘しましたが、金利・証券化商品を中心に米州が減速し、全体としては
前期比14%の減収となりました。

一方、エクイティの収益は678億円、堅調な日本およびインスティネットを含む米州の
キャッシュ・ビジネスに加え、欧米のデリバティブ・ビジネスが改善し、前期比13%の増収
でした。
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12ページをご覧ください。インベストメント・バンキングです。

インベストメント・バンキングの収益は293億円、前期比23%の増収、堅調な日本関連ビ
ジネスを中心に、昨年第3四半期に次ぐ収益水準となりました。

特に日本は、今年最大のIPOであるサントリー食品に代表されるように、幅広いセクター
でECM・DCM案件を獲得し、過去9四半期で最高の収益となりました。右上にありますよ
うに、今年1月から6月の日本関連リーグテーブルでも、各プロダクトで首位を維持してい
ます。

海外でも、高プロファイルな案件を多数獲得しました。引き続き注力するセクターでトラッ
クレコードを構築し、海外でのプレゼンス向上、ならびに、収益拡大を目指します。
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コストについてご説明します。

13ページをご覧ください。

金融費用以外の費用は3,181億円、野村不動産ホールディングスが第1四半期から非
連結化された事により、前期比34%減少しました。特に、野村不動産ホールディングス
の売上原価が含まれていた「その他費用」は、77%下がっています。

野村不動産ホールディングスを除くベースでは、前期比8%増加となりました。好調な
日本関連ビジネスを背景とした賞与の積み増し、円安の進行に加え、フル・キャリア・リタ
イアメント関連費用約90億円を計上したことにより、人件費が増加しました。また、エクイ
ティを中心とした取引拡大により、支払手数料も増えています。

尚、前期に75億円を計上したリストラ費用は、今期24億円と、51億円減少しています。

右下にありますように、昨年9月に着手した追加10億ドルのコスト削減は、6月末で87%
進捗しており、来年3月までに完了予定です。一部の費用項目はコスト削減効果が現れ
、実際に下がっていますが、全体としては、先ほどの増加要因もあり、目に見える形で効
果が出てくるのは下期以降になります。今後も、手綱を緩めることなく、損益分岐点の引
き下げに努めてまいります。
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バランスシートについてご説明します。

14ページをご覧ください。

バランスシートの資産合計は42兆円、グロス・レバレッジは17.7倍、調整後レバレッジは
10.6倍となりました。

バーゼル3ベースでのTier 1比率・Tier 1コモン比率ともに11.9%でした。

このページの右上に「約10%」とありますが、これは、6月末のバランスシートをそのまま
バーゼル3～所謂「出口基準」に当てはめたもので、3月末とほぼ同じ水準です。
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最後に15ページですが、資金調達と流動性につきましては、3月末から、大きな変化は
ありませんので、後程、ご覧いただければと思います。

以上、2014年3月期、第1四半期決算についてご報告いたしました。
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